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会社とその取締役会にとって
シンガポールに拠点を置く会社にとって、KeppelとSeatriumの事件から得
られる主な教訓は、自主申告と協力が結果を左右するということです。両
社とも公判を経ない解決を得ました。いずれの事件でも、当局は自主申告
と協力を決定的な要素として挙げました。Seatriumとの合意は、その代償
も示しています。多額の制裁金、贈賄防止システムについてISO 37001の認
証を受ける義務、検察官への年次報告、そして行為の終了後何年にもわ
たって外国機関に協力する義務です。

したがって、不正行為を発見した取締役会は、報告するかどうか、どこ
に、どのような順序で報告するかを迅速に決定しなければなりません。
その答えは、関係する法域、ある当局が別の当局から事案を知るリスク、
そしてある国での自認が他国の手続に及ぼす影響によって異なります。関
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係する各法域の弁護士の助言は不可欠です。あわせて、秘匿特権を不必要
に放棄することなく、その調査結果を複数の当局と共有できるよう、調整
された社内調査を行う必要があります。

個人にとって
取締役や従業員は、会社との解決が自分を守ってくれると考えるべきでは
ありません。訴追延期合意は個人とは締結できず、Seatriumとの合意も、
他のいかなる者の訴追も明示的に留保しています。さらにCDSAは、会社
による犯罪が役員の同意、黙認または過失によって生じた場合、その役員
に責任を負わせます。Keppelの厳重警告は特有の証拠上の困難から生じた
ものであり、寛大な扱いという一般的な実務を確立するものではありませ
ん。

金融機関にとって
シンガポールの銀行や資産運用会社は、異なる立場で法執行にかかわりま
す。外国が凍結を求める口座を保有し、MACMAに基づく提出命令を受
け、外国の金融情報機関に提供されうる疑わしい取引を届け出ます。ま
た、CDSA第73条に基づき、自社の従業員の認識が自社に帰属されるリス
クにも直面しています。以下のチェックリストは、取締役会とコンプライ
アンス担当者が見直すべき点をまとめたものです。

グループ、その代理人および取引相手が事業を行っているすべての
法域を洗い出し、そのうちどの法域が国外で行われた贈賄やマネー
ロンダリングに対する管轄権を主張しているかを特定すること。

KeppelもSeatriumも仲介者を通じて賄賂を支払っていたため、第三者
である仲介者、代理人およびコンサルタントが、文書化された
デューデリジェンスの対象となっていることを確保すること。
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組織内で誰が自主申告について、またどの当局に申告するかについ
て決定するのか、さらに異なる法域での申告をどのように調整する
のかを、事前に決めておくこと。

ある法域で交渉した事実陳述書は、他の法域でも用いられうる文書
として扱い、それに応じて起草すること。

解決の交渉にあたっては、同一の事実について外国当局に行った支
払を充当する条項を確保し、どのような種類の支払が適格となるか
を確認すること。

どの文書がどこに保管され、どれが秘匿特権の対象となるかを把握
し、MACMAに基づく提出命令に備えること。

贈賄防止マネジメントシステムが、Seatriumとの合意で求められた
ISO 37001規格を満たすかどうかを見直すこと。

個人の扱い、すなわち懲戒処分、協力合意および別途の訴追の可能
性を視野に入れておくこと。

Seatriumとの合意は、シンガポールその他の地における制裁金の損金
算入を一切禁じているため、税務上の取扱いを考慮すること。

Disclaimer

This article is provided for general information only. It is based on publicly available sources as at its
date of publication. These sources have not been independently verified against licences, regulatory
registers or the records of the entities concerned. It is not legal, tax, financial or investment advice.
Nor is it a recommendation to invest in, transact with or use the services of any entity mentioned.
Law and regulation change frequently, so the content may be incomplete or outdated. To the fullest
extent permitted by law, Dr Alexander Ressos and the publisher of SingaporeIQ exclude all liability
for loss or damage arising from the use of or reliance on this article. Readers should obtain advice on
their specific circumstances before acting or refraining from action.
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Names and trademarks of the entities discussed belong to their owners and are used for identification
only. Their mention implies no endorsement, affiliation or allegation of wrongdoing. All Singapore
law advice is provided by a duly licensed and regulated firm of Singapore advocates and solicitors
only  on  the  basis  of  an  express  written  letter  of  engagement.  Corrections  and  updates:
contact@ressos.com.

©  2026  Dr  Alexander  Ressos.  This  article  may  be  quoted  with  attribution  to  SingaporeIQ
(SingaporeIQ.com). Reproduction in full and any commercial use require prior written consent. The
Legal Terms at https://singaporeiq.com/legal-terms apply.
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